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１ はじめに  
ＡＩ技術のさらなる積極活用に向けて 

 
本県は、ＡＩ－ＯＣＲやＡＩ議事録作成支援、ＡＩチャットボットのほか、定型業務を自動化す

るＲＰＡなどのデジタルツールを行政事務に積極的に活用し、県庁ＤＸを推進することで、職員の
新たな働く時間の創出や住民サービス向上など、さまざまな効果を生み出してきた。 
近年のＡＩ技術の進展は目覚ましく、地域課題解決や産業振興、内部事務の効率化等への有効活

用が期待されている。2022年に登場した大規模言語モデル（LLM）を代表とする対話型の生成ＡＩ
は、テキスト生成にとどまらず、画像、音声、動画の生成、さらには複雑なデータ分析やプログラ
ミングなど何でもこなす「マルチモーダル化」が急速に進み、すでに定着している。さらに、ＡＩ
が自律的にタスクを実行する「ＡＩエージェント」への進化や、専門知識などを学習させ、特定の
領域・業務に特化させた「バーティカルＡＩ」の社会実装が進むなど、ＡＩは暮らしや産業を支え
るパートナーへとその価値が変化し続けている。 
ＡＩ技術の進化は今後さらに加速することが予想され、豊かなデジタル社会を支えるキーテク

ノロジーとして、あらゆる分野のあらゆるアプリケーションや端末に実装されることが予想され
ている。サービスの質の向上や創造、人員不足の解消など様々な課題解決への活用が期待されてお
り、組織がＡＩを積極活用しないことは将来に向けた大きなリスクとなるとの指摘もある。 
社会や個人を支える目的であらゆるサービスのフロントヤードやバックヤードに、当然のよう

に実装される時代の到来であり、人類はすでにＡＩ不可避な時代に突入したとの指摘もある。人間
と同等の知識や能力を持ち、独自の学習や問題解決ができる能力を持つ AGI（人工汎用知能：
Artificial General Intelligence）や、人間の知能をはるかに超える知能を持つ ASI（人工超知
能：Artificial Superintelligence）の登場は遠くない未来であり、ASIの実現がシンギュラリテ
ィを引き起こす可能性があるとされ、社会全体が大きく変化するとも言われている。 

 
一方で、ＡＩ技術の普及拡大は様々なリスクや社会の歪みも生み出している。特に顕著なのは、

前述したインターネット情報を基に対話型で回答を返すタイプの生成ＡＩである。このタイプの
生成ＡＩは、学習した情報から確率で回答を導き出すアルゴリズムが特徴であり、その回答表現は
わかりやすく明快だが、誤りや偏りが出力されてしまうハルシネーションが問題視されている。ま
た、プロンプトといわれる生成ＡＩへの指示（入力）により意図しない情報漏えいが発生するリス
クもある。 
ＡＩの生成物には、人権や知的財産権の侵害情報が含まれてしまう可能性があるほか、悪意のあ

る者がマルウェア開発やシステムの脆弱性を突いた高度なサイバー犯罪に悪用するなど、これま
で存在しなかった新たな社会的リスクが顕在化している。 
さらに、本県の地域が抱える真の課題やその課題の解決案は、インターネット情報を学習データ

に、確率で回答を生成する生成ＡＩからは決して出てくることはない。地域のことは地域で考え、
地域で決定するのが民主主義であり、地方自治の要諦である。 
本県は、生成ＡＩを含めたＡＩ技術を職員が適切に業務活用するために、最低限必要なルールを

定めた「鳥取県庁ＡＩ活用ガイドライン（暫定版）」を令和５年８月に策定し、生成ＡＩの暫定運
用を行ってきた。また、同年９月に有識者で構成する「先端技術と民主主義のあり方を考える研究
会」を設置。民主主義や地方自治の視座から、ＡＩを含む先端技術への地方自治体としてのあり方、
向き合い方を倫理面で研究し、令和６年４月、その成果として、人間主導のデジタル社会を目指す
上で重要な視点を整理した「自治体デジタル倫理原則」（以下、「倫理原則」という。）が提言され
た。  
本ガイドラインは、それを基に、令和６年６月に「人間主導ＡＩ（えぇ愛）ガイドライン」とし

て策定したものであるが、昨今の急速なＡＩ技術の進展にあわせ、この度、一部改訂することとし
た。 
 
地方自治体は、ＡＩ技術の活用を加速させる中にあっても、職員がＡＩ技術に過度に依存し、心

理面を含めＡＩに支配されるような組織や地域社会を構築してはならず、信頼失墜となるような
未来へ導いてはならない。 
本ガイドラインの目的は、職員一人一人が、倫理原則が掲げる人間主導をはじめ、人権保障、透

明性確保、インクルーシブ、パートナーシップ等の視点を持ち、仕事の質や住民サービスをより高
い次元へと進化させることにある。職員は、ＡＩ活用の効果とリスクの両面を理解し、本ガイドラ
インを遵守しながら、ＡＩ技術を積極的かつ適切に業務に取り組むことが重要である。 
 
ＡＩ技術はわずか数年で大きな進展が起こり得る技術である。本県は、今後もこうした技術進化

にあわせ、本ガイドラインをアジャイル思考で適時見直しを行いながら、ＡＩ技術を活用したデジ
タル行政改革に継続してチャレンジする。 
 

（ＩＴ統括監）デジタル局長 下田耕作 
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２ ガイドラインの対象  

本ガイドラインの対象は、以下の組織に所属する鳥取県職員とする。 

① 知事部局 
② 企業局 
③ 病院局 
④ 教育委員会事務局 
⑤ 監査委員事務局 
⑥ 人事委員会事務局 
⑦ 労働委員会事務局 
⑧ 県議会事務局 

当該職員が行う全ての業務を対象とするが、教育委員会事務局が利用する Torikyo-net、病院局（県
立病院）が利用する独自のネットワークなど、庁内ＬＡＮ以外のネットワークを利用して行う業務に
ついては対象外とする。 
 

３ ＡＩガバナンス推進のための体制  

（１）最高ＡＩ統括責任者（CAIO） 
生成ＡＩをはじめとした先端技術やインターネット社会が急速に進展する中、人口減少や少

子高齢化に直面する本県においては、これまで以上にＡＩ技術を積極的に活用し、デジタル起点
で県庁改革を推進する「デジタル行政改革」をさらに加速させる必要がある。 
積極的かつ適切なＡＩ活用によるＡⅩの推進、及びＡⅩ推進の土台となる民主主義や地方自

治の本旨を踏まえたＡＩガバナンスの責任者として、最高ＡＩ統括責任者（ＣＡＩＯ）を置く。 
最高ＡＩ統括責任者（ＣＡＩＯ）は、最高情報責任者（ＣＩＯ：知事）が兼ねる。 
また、ＡＩ技術に加え、行政情報セキュリティやネットワークを含むデジタル技術全般、デジ

タル改革の知見と実務経験を基に、ＣＡＩＯを補佐しながら、積極的かつ適切なＡⅩ推進（ＡＩ
ガバナンスを含む）を牽引する現場責任者として、ＣＡＩＯ補佐官（デジタル局長）を置く。 

（２）外部有識者 
積極的かつ適切なＡＩ活用、ＡⅩ推進、ＡＩガバナンスの見直し等について、適時、外部有識

者から意見を聴取する。(倫理面、技術面) 

（３）デジタル局 
ＡＩツールの提供、県庁ＡⅩ(ＡＩ×ＢＰＲ)に向けた支援、職員向け研修等を担う。 
 

ＡＸ県庁推進体制図 
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４ ＡＩ技術の活用  

ＡＩは、効率的かつ利便性の高い行政サービスの提供や行政事務の効率化が期待できる技術で

あり、分野を問わず様々な業務に積極的に活用することが有用である。有効活用するにあたっては、

ＡＩの技術特性を考慮し、活用の仕方や、収集、利用される個人情報の適正な取扱いなどについて

留意する必要がある。 

生成ＡＩを含むＡＩ全般について、技術を適切に活用する上で、遵守すべき事項を以下に示す。

なお、文末の（ ）書きについては、参考に関連する倫理原則を示したものである。 

① 原則、事務処理や情報発信の内容をＡＩの処理や出力結果に委ねることなく、職員が責任をも

って制御できる仕組みで運用すること。（人間主導の原則） 

② 自律的に運用されるＡＩなど、職員が制御することが困難なＡＩ技術を活用する場合には、そ

の処理がＡＩによるものであることを明確にするとともに、処理結果を精査し、運用を管理する

こと。（透明性の原則、機敏性の原則） 

ア 出力結果を生成するタイプのＡＩチャットボットや自動回答サービスなど、自律的に運用

されるＡＩに利用者が直接アクセスし、情報発信や回答を受け取るサービスを提供する場合

は、その内容がＡＩの生成物であり、誤答などが含まれる可能性があることを、利用者が事前

に把握できるよう明示すること。 

イ 定期的に利用ログを分析し、目的に沿ってＡＩが利用されているか評価するとともに、必要

により適宜システムの見直しを行うこと。 

③ ＡＩ技術の業務活用にあたっては、意図せず他者の人権や知的財産権を侵害してしまうリス

クがあることから、ＡＩのロジックや出力傾向の把握に努めるなど、適正かつ円滑な業務の遂行

に留意すること。（住民自治の原則、人権保障の原則、人間主導の原則） 

例えば、ＡＩのアルゴリズムの特性等により、気付かないうちに差別や偏見を生み出してしま

う可能性がある。また、学習データに偏りや不足があった場合や、想定外の外的要因や一時的な

要因を考慮できないことにより、不適当な結果を出力する可能性がある。 

④ ＡＩが秘匿情報や個人情報を無差別に収集することがないよう、システム導入の計画段階か

ら情報の取得や運用、管理のあり方を検討すること。（人権保障の原則、インクルーシブの原則、

ガバナンスの原則） 

⑤ 県民等に与える影響などを考慮し、業務リスクレベルを４段階に分類した。ＡＩ技術の活用に

あたっては、業務に内在するリスクを意識し、リスクレベルにあった適切な活用を行うこと。 

ア 禁止業務 

（ア）意思決定（住民自治の原則、人間主導の原則） 

意思決定（方針判断）は、関連する周辺情報や法令規則等を踏まえて総合的に判断する

必要があり、県民等へのアカウンタビリティ確保の観点からも、いかなる場合であっても、

その意思決定の判断そのものにＡＩを活用しないこと。(判断は必ず人間が行う) 

（イ）民意収集（住民自治の原則、パートナーシップの原則） 

地域のことは地域で考え、地域で決めるのが民主主義であり地方自治の要諦である。地

域が抱える真の課題を職員が把握（情報収集）する際は、県民・企業・団体・市町村等と

円滑なコミュニケーションを図りながら、現状を幅広く丁寧に意見を聴く現場主義を基本

とするため、民意収集にインターネット情報を基に回答する生成ＡＩを活用しないこと。  

意見の集約及び要約にＡＩ活用は有効であるが、その整理をすべてＡＩに委ねることな

く、頂いたご意見は人間（職員）が責任を持って確認し、最終的な整理に繋げること。 

（ウ）人権侵害につながる恐れがあるもの（人権保障の原則） 

業務にＡＩ技術を導入することにより、人権侵害につながる恐れがあり、技術的な対応

や運用等によりこれを回避することができない場合には、ＡＩを活用しないこと。 

イ 要注意業務（ガバナンスの原則、人権保障の原則） 

業務の効率化等、ＡＩの導入効果が期待されるもののリスクが高い業務を扱うシステムに

ついては、運用におけるリスク管理やデータガバナンス（データ入手から管理、利用、廃棄ま

で適切に運用すること）、セキュリティの確保に特に注意すること。 
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例えば、県民の生命・財産に大きな影響を及ぼす、社会インフラの安全確保に係る業務や、

外部に漏れてはいけない機微情報を取り扱う業務、外部委員の人選及び職員の採用面接や人

事評価に関する業務、各種給付金や支援制度に係る業務などが想定される。 

ウ 要配慮業務（透明性の原則、人間主導の原則） 

ＡＩを直接利用者が取り扱う業務や、ＡＩの出力結果をそのまま利用する必要がある業務

については、ＡＩの出力傾向の把握や定期的な動作記録の確認、分析を通じて、出力結果に責

任をもてるように配慮する。 

エ 積極活用業務（課題解決志向の原則） 

その他の業務については、業務の効率化や課題解決に向け、倫理原則や本ガイドラインに基

づく積極的かつ適切なＡＩ技術の利活用を推進する。 

 

なお、ＡＩエージェントなど、ＡＩが自らの判断でタスクを実行する自律型ＡＩについては、
意図しない動作により、気付かないうちに県民や社会、自組織に悪影響を及ぼす可能性が否定で
きないことから、活用の範囲は、原則、「ウ 要配慮業務」及び「エ 積極活用業務」に限定する。 
意思決定や民意収集、人権侵害の恐れのあるものなどの「ア 禁止業務」や、重要社会インフ

ラの運用管理などの「イ 要注意業務」には原則活用しないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ システム管理者は、職員がＡＩを適切に活用できるよう、職員に対し必要な教育を行うこと。

（リテラシーの原則、パートナーシップの原則） 

ＡＩを含むシステムを有効に構築・運用できるよう、本ガイドラインや倫理原則など関連規

定について的確に理解するために必要な教育を行うこと。 

委託事業者等がＡＩを用いる場合は、必要に応じ、活用範囲や活用対象について定めるとと

もに、活用状況を把握すること。 
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５ 生成ＡＩの活用  

鳥取県職員による生成ＡＩの適正な活用を促進するため、職員が生成ＡＩシステムを活用する

際の留意点や遵守事項等を以下に定める。なお、分野や目的を問わず自由に生成ＡＩを活用するこ

とができるが、回答に誤りが含まれるなど生成ＡＩ特有の問題や課題も存在するため、以下の留意

点や遵守事項を踏まえて地方自治体として適正に活用していく必要がある。 

 

（１）活用できる範囲 

業務への活用を認める生成ＡＩの入力及び出力の範囲は、原則、次のとおりとする。 

なお、生成ＡＩが出力した動画（映像）は、肖像権やパブリシティ権など第三者の権利を侵害

するリスクがあり、そのリスクを取り除くことがテキスト等と比較して困難であることなどに

鑑み、現時点では、原則として、生成ＡＩが出力した動画の活用を禁止とする。 

 ○（活用可） ×（活用不可） 

生成ＡＩへの入力 テキスト、画像、音声 動画（映像） 

生成ＡＩからの出力 テキスト、画像、音声 動画（映像） 

ただし、活用可としたものであっても、ＣＡＩＯ又はＣＡＩＯ補佐官が不適切と判断したもの
は、活用禁止とすることがある。 

 
（２）活用できる業務 

生成ＡＩの活用は、人間が作業した場合と比較し、手間がかかる作業を短時間で行うことがで
き、新たな取組のアイデア出しのヒントを得ることや業務の効率化が期待できる。職員は業務の
効率化を図るため、本ガイドラインを遵守し、積極的かつ適切に活用すること。 
以下に想定している生成ＡＩの活用例を示す。 

① アイデア出しのためのヒント収集 

＜活用例＞ 
ブレインストーミングのように発想の引き出しを増やす相手として、生成ＡＩにアイデア

出しのヒントを提案させる。 

＜留意点＞ 
自ら考える努力を放棄せず、生成ＡＩのヒントも参考にしながら検討すること。 

② 作成した文書の校正・添削チェック 

＜活用例＞ 
文章の誤字や脱字は作成した自分自身では気づきにくい。第三者の目として生成ＡＩに校

正や添削のチェックをさせる。 

＜留意点＞ 
機密情報や非公開情報を含んだ文章をそのまま入力しないこと。 

③ プログラミングコード作成支援 

＜活用例＞ 
Excel のマクロや VBA、Notes の LotusScript など、様々なプログラミングにおいて、作成

したいコードのサンプルコードの出力や、作成したコードの修正をさせる。 

＜留意点＞ 
機密情報や非公開情報を含んだコードをそのまま入力しないこと。 

④ 読み手を想定した言い換え 

＜活用例＞ 
外国人向けの表現や子どもに配慮した平易な文章など、発信する場面や相手の年齢などに

考慮した文章に言い換えさせる。 

＜留意点＞ 
言い換えにより文意が変化したり、不適切な表現が含まれる可能性があるため、適切に確認、

添削すること。 

⑤ 文書の要約、翻訳 

＜活用例＞ 
文字数の多い文章や難解な外国語の文章などについて、生成ＡＩに要約や翻訳をさせる。 

＜留意点＞ 
特に翻訳の出力結果については、利用目的に合わせて適切に確認、添削すること。 
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⑥ 定型的文書の下書き 

＜活用例＞ 
定型的な紹介文や送付文などの文書の一般的な言い回しを出力し、参考にする。 

＜留意点＞ 
参考となる文章が出力されるよう、作成の目的や具体的な相手、場面などを適切に入力する

こと。 

⑦ 統計データの簡易分類・傾向分析 

＜活用例＞ 
「,」などで区切られたデータについて、項目ごとの平均値や最頻値などの傾向を出力させる。  

＜留意点＞ 
機密情報や非公開情報を含んだデータを入力しないこと。 

⑧ 各種検索 

＜活用例＞ 
特定の事柄を調査するために生成ＡＩを利用し、出力結果から調査の糸口やヒントを得る。 

＜留意点＞ 
ある事柄の把握をするために生成ＡＩに質問する場合、生成ＡＩによる回答の精度には限

界がある。回答が正確である保証はなく、誤った回答であっても、自然な文章で回答する傾向
にあることから、正確な情報を収集する目的では利用しないこと。 

⑨ イメージ画像等の生成 

＜活用例＞ 
広報リーフレットや各種説明資料などの内容を相手にわかりやすく伝えるためのイメージ

画像（ポンチ絵、挿絵、写真）を生成し、伝達力を高める。 

＜留意点＞ 
主要な生成ＡＩモデルは、インターネット上の情報を学習データとして利用していること

から、第三者の権利を侵害することのないようにするなど、以下の点に留意すること。（詳細
は、（３）①、④、⑤及び⑥を参照。） 

ア 著作権等第三者の権利を侵害することのないよう、「作品○○に似せた画像を生成して
ください」といったプロンプト（指示文）を入力しないなど、プロンプトの内容に留意
すること 

イ 生成された画像が著作権等第三者の権利を侵害していないことを確認すること 

ウ 県民や地域等に悪影響を及ぼしかねない「フェイク画像」は作成しないこと。又、外部
の者が作成した「フェイク画像」も使用しないこと 

エ 県民等が実際（現実）に撮影した写真だと誤認する可能性のある生成ＡＩ画像について
は、県民等へ生成ＡＩで作成した画像であることを明示すること 

 

（３）活用する際の遵守事項 

活用にあたっては、以下の事項を遵守すること。 

① 生成、出力したものを確認することなくそのまま利用しないこと 
ア 最終的な意思決定をＡＩに依存することがあってはならない。出力結果は本ガイドライ
ンに準拠しているか、人間が的確にチェックし、組織（所属）としての責任を持って業務へ
の活用判断を行うこと。例えば、事務処理や決裁過程において生成ＡＩの出力結果を参考に
した箇所を組織内で共有するなど、適切に確認すること 
※生成ＡＩは、モデルが作られたときの学習内容に基づき、確率的に推定し生成を行う技術
であるため、ジェンダーバイアスなど偏見が示唆されるような結果が出力される可能性が
ある。ＡＩ技術のロジックや出力傾向には特に留意すること。 

イ 県民等の利用者がＡＩの出力結果を直接利用するＡＩチャットボットなどは、利用者に
ＡＩによる出力であることを明示すること 

   ＜基本文＞このシステムの回答内容はＡＩが自動で生成したものです 
ウ 出力結果を実質的に変更することなく、外部に公開する場合等についても、ＡＩによる出
力であることを明示すること。ただし、短文や定型文の利用、または人間が主体的に修正・
変更を加えた場合を除く。なお、画像のうち、県民等が実際（現実）に撮影した写真だと誤
認する可能性のあるものについては、原則、ＡＩによる出力であることを明示すること 

＜基本文＞ ・ＡＩ生成 
・この画像はＡＩで作成したイメージ画像です 
・この画像は実際の画像をＡＩで一部加工しています 

※ＡＩによる生成物は著作権が認められない可能性がある。また、一部加工を行った場合に
も、当該加工部分以外の著作権が認められない可能性があることから、出力結果の著作権
の取扱いについて留意すること。 
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② ハルシネーションを考慮し、必ず出力結果の根拠を確認すること 
生成ＡＩは、確率的に推論された結果に基づいて出力結果を生成することから、ハルシネー

ションが含まれることを前提とする必要がある。ついては、必ず根拠を確認すること。 

③ 非公開情報（機密情報）はプロンプトやデータ（音声・画像）として入力しないこと 
生成ＡＩへの入力情報（テキスト、音声、画像）は、当該生成ＡＩの学習情報に利用される

可能性があるため（システム的に制御状況を確認することが困難であるため）、非公開情報（機
密情報）は入力・アップロードしないこと。 
特に、個人情報や内部の情報システムに係る重要情報を入力しないこと。 

【禁止例】個人の住所や氏名、生年月日、財産その他個人を紐づける情報や、各種システムに
係る構成情報及び設定情報等 

④ 著作権侵害等が危惧される情報の生成指示及び転用は行わないこと 
ア 著作物等、知的財産を利用して入力したり、これらが出力される可能性がある場合、関連
する法令や国等の検討状況を把握し、適切に取り扱うこと 

イ 著作権や知的財産権に係る法令の例外規定が適用されない場合や、名誉棄損など別の権
利侵害にあたる場合があるため、こうした懸念が危惧される生成指示や生成された情報の
転用は行わないこと 

ウ 県以外の第三者の著作物（文章、イラスト、写真等）に類似した文章や画像等を生成する
目的で、県以外の第三者の著作物をプロンプトに入力しないこと 
同様に、著名人や既存のキャラクター名、特定の作家やアーティスト名、特定の作品等を

入力して「作家○○風の文章を生成してください」「作品○○（有名アニメのキャラクター
名等）に似せた画像を生成してください」といったプロンプト（指示文）を入力しないこと 

⑤ ＡＩ生成物の利用にあたっては第三者の権利を侵害したり、県民等に誤解を与えないよう
徹底すること 

ア 業務効率を優先するがあまり、本人も気付かないうちに他者の著作権等を侵害してしま
ったり、県民等に誤解を与えてしまう可能性もある。既存の著作物と類似性がないか、著作
権等の侵害の恐れがないか、生成物を利用することで混乱等が生じないかを事前に十分確
認し、各所属として利用の可否を慎重に判断すること 

イ 生成された画像に、著名人等実在の人物に酷似した顔やキャラクター、企業ロゴ等が含ま
れていないか、インターネット検索や目視等で特に注意して慎重に確認すること 

⑥ 違法行為等、又は不適切な目的で利用しないこと 
ア 業務外の目的で利用しないこと 
イ 不正ソフトの開発や違法行為を目的とした利用は行わないこと 
ウ 信頼失墜に繋がる利用は行わないこと 
エ 県民や地域等に悪影響を及ぼしかねないフェイク画像は使用しないこと 

⑦ シャドーＡＩの禁止 

本県では、生成ＡＩを介して県情報が漏洩することを防止する観点から、職員は６に規定す
る生成ＡＩシステムを業務に活用することとし、個人所有のスマートフォンやパソコン等を
使用して、生成ＡＩアプリやＡＩ技術を提供するウェブサービスを業務に活用することを禁
止する。 

【補足】 
シャドーＡＩとは、個人所有のスマートフォンやパソコン等を使用して、組織が活用を認

めていない、生成ＡＩアプリやＡＩ技術を提供するウェブサービスを業務に活用すること
をいう。一般に生成ＡＩアプリ等を利用した際のプロンプト（指示文）やＡＩが生成した回
答は、ＡＩの学習データとして利用されることから、業務に係る情報をプロンプトに入力し
た場合、別の利用者の回答として出力され情報が漏洩する可能性がある。また、個人所有の
アカウントで不正アクセスされた場合も同様に情報漏洩する恐れがある。 

 
（４）ＡＩ相談窓口 

生成ＡＩを含めたＡＩ利用や導入について不明点等がある場合は、 

デジタル局ＡＩ相談窓口（0857-26-7909）に問い合わせること 
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６ ＡＩシステムの導入ルール  

表１（整備区分表）のとおり、対話型生成ＡＩシステムやＡＩ音声認識など、庁内共通の業務に

幅広く活用できる汎用的なＡＩシステムについては、原則、デジタル局が導入し、特定の領域や分

野に特化したＡＩシステム（バーティカルＡＩ）については、業務を所管する所属が導入する。 

バーティカルＡＩの活用を計画し、導入を検討する所属においては、あらかじめ表２（ＡＩ導入

前チェックシート（庁内所属用））を参照し、調達を計画するＡＩシステムが各チェック項目に適

合するか確認すること。 

また、各チェック項目に適合することを確認した上で、予算要求前に、必ずデジタル局の事前審

査を受けること。 

表１ 整備区分表 

項目 
共通業務 

（汎用業務ＡＩ） 
個別業務 

（業務特化型ＡＩ：バーティカルＡＩ） 

調達・導入 デジタル局 所管所属 

利用者 県職員 県職員 県民等 

システム例 
※1 未導入 

・対話型生成ＡＩ 
・ＡＩ－ＯＣＲ 
・ＡＩ音声認識 
・ＡＩチャットボット(※2) 

・採点ＡＩ 
・業務特化型ＡＩ音声認識 

(※1) 

・婚活マッチングＡＩ 

※2 ＡＩチャットボットについては、複数の所属が共同で活用するため、デジタル局で調達・導入を行
うが、システム内で個別に稼働するチャットボットのメンテナンスは業務の所管所属が担当する。 
なお、その他の類似システムについても、同様とする。 

 
 
 

表２ ＡＩ導入前チェックシート（庁内所属用） 

✓ 番号 項目 内容 

□ １ ＡＩ活用の有用性 ＡＩシステム導入を目的化することなく、導入するＡＩ技術が、
事業で目指す姿(成果)の達成に貢献することが期待できる 

□ ２ 適切なデータ保存 データの保存場所は日本国内とし、日本の法律が適用される 

□ ３ ＡＩ活用の明示 データ処理にＡＩを活用していることを明示することが出来る 
また、ＡＩによる出力結果を利用者に直接提供する場合は、その
内容はＡＩが出力したものであり、誤りが含まれる可能性がある
ことを利用者が利用時に把握できるよう明示することが出来る 

□ ４ 学習への利用禁止
（生成ＡＩのみ） 

入力したデータ（テキスト、画像、音声等）がＡＩモデルの学習
に利用されないことが保証されている 

□ ５ 公平性・平等性の
確保 

性別、年齢、住所、学歴、職業、所得、思想などにより、不当な
差別や偏見などが生み出されないよう留意されている 
（ＡＩのアルゴリズム特性及びＡＩ学習データの偏り等により、
意図しないバイアスが発生しないための対策） 

□ ６ 有害情報の出力抑
制 （生成ＡＩのみ） 

爆発物の製造やサイバー攻撃、自殺などの具体的方法に関する情
報や攻撃的な表現等、有害情報の出力制限をしている 

□ ７ 情報セキュリティ
対策 

年々高度化するサイバー攻撃等による情報漏洩やマルウェア感
染に対する適切な対策が講じられている 
また、システムへのアクセス履歴、データ処理履歴、入出力した
データに関するログが、必要な期間、記録・保存されることが望
ましい 

□ ８ リスクレベルに応
じた活用 

業務の特性を意識し、４⑤に定めるリスクレベルにあった適切な
活用となっている 
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７ 委託業務成果物に生成ＡＩを活用する場合のルール 

委託業務の成果物（納品物）として生成ＡＩによる生成物が含まれる場合、受託事業者に対して、

表３（委託業務成果物納品時チェックシート（受託事業者用））の事項を遵守させること。なお、

再委託先が生成ＡＩを活用する場合においても同様とする。 

また、発注時においては、表３の事項を納品時に求めることについて、公表しておくことが望ま

しい。 

なお、受託事業者が活用できる生成ＡＩの範囲は、５（１）に規定する職員が業務に活用できる

生成ＡＩの範囲に制限されるものではない。 

 

表３ 委託業務成果物納品時チェックシート（受託事業者用） 

✓ 番号 項目 内容 
□ １ 第三者の権利侵害

防止 
成果物が著作権、意匠権等第三者の権利を侵害していない 

□ ２ 権利の帰属 業務仕様書等に基づいて、成果物の著作権が県又は受託事業
者のいずれに帰属するか整理している 

□ ３ 保証及び免責 仮に成果物が第三者の権利を侵害した場合、受託事業者の責
任と負担で解決する体制を整えている 

□ ４ 入力データの制限 成果物の作成にあたって、県から提供された非公開情報（機
密情報）を生成ＡＩに入力していない 

□ ５ 学習への利用禁止 成果物の作成にあたって、入力したデータが利用した生成Ａ
Ｉモデルの学習に利用されていない 

□ ６ 利用箇所の明示 成果物のどの部分に生成ＡＩを使用したか（または全面的に
使用したか）を業務完了報告書等で明らかにする 

□ ７ 倫理的妥当性 生成された内容に、不当な差別、偏見、不適切な表現が含ま
れない（生成ＡＩの学習データやＡＩのアルゴリズムの偏り
によって、出力結果に偏見等が生じ得ることを認識した上
で、人による内容確認を実施している） 

□ ８ 法令遵守 業務に関連するＡＩ関連法規や、国の「ＡＩ事業者ガイドラ
イン」等の指針、著作権法を含む知的財産法を遵守している 
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８ 職員が留意すべき生成ＡＩ技術との向き合い方（心構え）  

（１）補助役としての有効活用 
生成ＡＩ技術は今後益々高性能化が加速するが、利用者はＡＩに学習データの偏りやＡＩ個々

のアルゴリズム特性などのバイアスがＡＩの出力内容に大きく影響することを理解しておく必要
がある。理解不足や誤りが含まれることもあり、同じ指示でも都度回答が異なるなど回答に揺ら
ぎが発生する特徴もある。要約や検索も難なくこなすが、ＡＩが何を重要なポイントとして理解
し、情報を抽出し、どう処理したのかは多くの場合ブラックボックスである。大事なポイントが
ＡＩの判断で抜け漏れ、人間がそれに気が付かない場合、誤認や誤導に繋がる可能性もある。 
職員はＡＩが出力したものを無批判に信用し、鵜呑みにしない意識を持つことが肝要であり、

ＡＩの出力結果を的確に判断できる能力、業務スキル向上に向けた自己研鑽は益々重要となる。 
生成ＡＩが真に得意とするのは“検索”ではなく“生成”であり、答えが一つでないクリエイ

ティブな作業である。予測モデルである生成ＡＩ技術に、一点の誤りのない 100％完全完璧を求
める使い方は向いていない。生成ＡＩの活用は、このような特性を理解した上で、仮に回答の一
部に誤りが含まれるとしても、その一部分だけを捉えて「実用に耐えない」と安易に見切りをつ
けるのは拙速である。指示方法に工夫を加えたり、優れた特性を見極め、「補助役」として有効
活用するという視点を持つことが重要である。ＡＩに関するリスク要因は、ＡＩ技術そのもので
はなく技術の使い手である人間側に内在することを忘れてはならない。 

（２）ＡＩ活用を自己や組織の成長に繋げる 
何でもすぐにわかりやすく答えてくれるＡＩは大変便利な存在であり、適切に活用することで

業務効率やタイムパフォーマンスが期待出来ることから、職員は積極的に活用することが求めら
れる。 
一方で、誤ったＡＩ活用は、民主主義や地方自治の根幹を脅かす脅威（リスク）となることか

ら人間主導の理念の徹底が肝要となる。職員の心理面を含めたＡＩ依存は、県職員としての経験
を積む機会の減少や、自ら考え、自ら考えをまとめるなどの基礎的能力獲得の障害になる可能性
もある。また、今後、ＡＩホリック（ＡＩ中毒）、ＡＩ丸投げなどの安易なＡＩ依存が県庁文化
として職員に蔓延すれば、将来、行政サービスの低下や県庁全体の組織力低下に繋がることも懸
念される。 
ＡＩ積極的活用時代であるからこそ、自分の目で現場を見て、自分の耳で現場の声を聞き、想

像力や発想力、ひらめき力を鍛え、自分の力で方策を企画し、組織で議論して決定するというプ
ロセスが益々重要であり、今後ＡＩ技術がいくら進化しても変わらない。我々は、電子アンケー
トや対面会議などのように、デジタルとリアルを組み合わせながら、県民・企業・団体・市町村
等の声を丁寧に聴くという、現場主義を疎かにしない姿勢を忘れてはならない。 
ＡＩ活用が職員自身や組織全体の成長機会を奪うことのないよう、各所属において、職員個人

個人にあったＡＩ技術の活用方法を考えることも重要である。 
□■■基本的スタンス■■□ 

既存のレールに沿って進める定型的な作業 企画戦略や調整などに係る創造的な作業 

⚫ 議事録作成、手書き文字のテキスト化、文書校

正チェックなどの定型作業は、ＡＩ技術の積極活

用を原則とする 

⚫ 業務が指す目標の実現に向け、ＡＩエージェント

やＲＡＧなどを含むデジタル技術の活用効果が

最大化するよう、業務のやり方やルール等を点

検し、必要な見直しにチャレンジするなど、デジタ

ル起点（視点）による県庁改革に取り組む 

⚫ ＡＩは職員のバーチャルなサポーターとして、ア

イデア出しやポイントの整理、資料の下書き、傾

向分析など、様々な下準備作業にＡＩ技術を積

極活用する 

⚫ その際、以下を原則とする 

① すぐにＡＩに頼らず、まずは自分で考える 

⇒自身の成長のため、考えることを放棄しない 

② ＡＩ生成物の内容は鵜呑みにせず見極める 

⇒根拠を確かめる、他からも情報収集する 

③ 内外を含め人と人との繋がりを大事にする 

⇒意見を交わすことを放棄しない 

④ 県民視点、現場主義の姿勢を堅持する 

 
（３）ＡＩ技術を業務有効なツールにするために 

生成ＡＩが業務に有効に活かせるかどうかは、利用する職員のＡＩ活用スキル次第と言っても
過言ではない。自然言語で何でも答えてくれる生成ＡＩではあるが、生成ＡＩ活用の成果を引き
出すためには、プロンプト技術を含めたＡＩ活用スキルが重要となる。職員はデジタル局が今後
開催する研修会などに積極的に参加し、上手なＡＩの使い手を目指す。 
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【参考】 

（１）生成ＡＩシステム特有のリスクケース 

生成ＡＩシステムは、その特徴から、その出力結果に関して、生成ＡＩシステム特有のリスク
ケースが発生する可能性があることから留意する必要がある。以下に、その例を示す。 

①生成ＡＩが人種・性別・文化等に関する偏見や差別を含む出力を行った 
＜例＞ 
少子化対策や地域活性化に関する施策のアイデア出しに生成ＡＩを活用した際、「育児は女
性が担うべき」といった固定観念や、特定の地域・移住者を優遇・排斥するような偏見を
含む出力をした 等 

②生成ＡＩが攻撃的又は危険なコンテンツを生成した。 
＜例＞ 
住民からの質問に答えるＡＩチャットボットに対して、悪意のあるユーザーが特殊な入力
（プロンプトインジェクション※）により、ＡＩの安全対策を解除した結果、ＡＩが特定
の国籍や地域、あるいは特定の政治家に対するヘイトスピーチや誹謗中傷を出力してしま
った 等 
※プロンプトインジェクション：ＡＩに対して悪意ある指示を入力することで、開発者の
意図しない挙動を引き起こす攻撃手法。 

③生成ＡＩが事実と異なる情報を出力し（ハルシネーション）、利用者がその情報を利用したこ
とによって利用者若しくは第三者に不利益を与えた。 
＜例＞ 
住民からの「○○税の減免申請期限」の問い合わせに対し、生成ＡＩを使って回答案を作
成したところ、誤って「△△税の減免申請期限」を出力（ハルシネーション）し、職員が
そのまま住民に案内。住民は、県からの回答をもとに手続を進めたところ、期限に大幅に
遅れてしまい減免を受けられなくなった 等 

④利用者が生成ＡＩにより既存の作品に類似し、著作権の侵害等の問題が生じる可能性が高い
コンテンツを意図せず生成し、利用したことで当該作品に係る権利者等から削除等の申出を
受けた。 
＜例＞ 
職員が地域活性化イベントのポスターやチラシの作成に画像生成ＡＩを活用し、「親しみや
すいキャラクター」や「観光地のイメージイラスト」を生成し、そのまま配布・周知し
た。しかし、その画像が著名なイラストレーターの作品や他自治体の公認キャラクターと
酷似しており、権利者から著作権侵害として公開停止や賠償を求められた 等 

 
 
生成ＡＩシステム特有のリスクケースが発生した場合、重要度・影響の程度等を踏まえ、以下

の手順に沿って速やかに適切な対応を行うこと。 

①検知内容の報告 
生成ＡＩシステム特有のリスクケースを検知した場合、生成ＡＩシステムを所管する所属

からデジタル局に報告すること。 
②対処 

生成ＡＩシステムを所管する所属は、必要に応じて、当該生成ＡＩシステム提供事業者等へ
協力を依頼するとともに、デジタル局の指示を仰ぎながら、業務影響特定・原因特定・暫定対
応措置・恒久対応措置等を実施すること。また、対処した内容についてデジタル局へ報告する
こと。 
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（２）用語の定義 
本ガイドラインにおける用語の定義は、以下のとおり。 

用語 意味 
ＡＩ 人工知能（Artificial Intelligence） 

「ＡＩシステム（以下に定義）」自体又は機械学習をするソフトウェア若
しくはプログラムを含む抽象的な概念 

ＡＩモデル ＡＩシステムに含まれ、学習データを用いた機械学習によって得られる、
入力データに応じた予測結果を生成するモデル 

ＡＩシステム 活用の過程を通じて様々なレベルの自律性をもって動作し学習する機能
を有するソフトウェアを要素として含むシステム（機械、ロボット、クラ
ウドシステム等） 

生成ＡＩ 文章、画像、プログラム等を生成できるＡＩモデルに基づくＡＩの総称 

生成ＡＩモデル 文章、画像、プログラム等を生成できるＡＩモデル 

生成ＡＩシステム 生成ＡＩを構成要素とするＡＩシステム 

イメージ画像 広報リーフレットや各種説明資料などの内容を相手にわかりやすく伝え
るために生成ＡＩで作成した画像（ポンチ絵、挿絵、写真） 
※県民等が実際（現実）に撮影した写真だと誤認する可能性のあるＡＩ生
成画像を含む。ただし、県民や地域等に悪影響を及ぼさないもの。 
本ガイドラインにおいて、イメージ画像の作成及び活用は可能である。 

フェイク画像 県民や地域等に悪影響を及ぼしかねないＡＩ生成画像(動画含む)。本ガ
イドラインにおいて、フェイク画像の作成及び活用は禁止とする 

大規模言語モデル
（LLM） 

文章や単語の出現確率を深層学習モデルとして扱う言語モデルを、非常
に大量の訓練データを用いて構築したもの 

学習 データを用いてＡＩモデルのパラメータを決定または改善するプロセス
である。場合によって、ＡＩモデルの汎化性能を形成し、パラメータを最
適化する事前学習と、必要に応じた継続的なパラメータ調整を行う事後
学習の二つのプロセスから構成される。学習には、教師あり学習、教師な
し学習、強化学習などの手法が含まれる。学習で用いるデータは、ＡＩモ
デルの構築・評価に利用する訓練データ、検証データ、テストデータに分
けられる 

推論 学習済みモデルに未知のデータを与え、出力（予測・分類・生成など）を
得るプロセスを指す。推論では、ユーザーが入力するプロンプトやセンサ
からの取得データに加え、ＲＡＧ等を介して外部知識を補完した情報等
が用いられる。これらを統合した推論用データをＡＩモデルが処理する
ことで、状況や特定の用途に即した回答を導き出す 

プロンプト 生成ＡＩへの指示や質問 

ハルシネーション 生成ＡＩが事実と異なる情報を出力すること 

ＲＡＧ 検索拡張生成（Retrieval-Augmented Generation） 
生成ＡＩが利用者の質問に対して、外部の情報源から関連情報を検索し、
それをもとに文章で回答を生成する技術 

ＡＩエージェント 本ガイドラインにおいては、ＡＩが自律的に判断し、タスクを自動実行す
るＡＩ技術をいう 

バーティカルＡＩ 特定の領域（福祉、医療、建設など）や分野に特化したＡＩシステム 

生成ＡＩシステム特有
のリスクケース 

生成ＡＩシステムの特有のリスクが顕在化した状態又はその可能性を有
する兆候や事象が認められる状態のうち、重大な影響を及ぼし得るもの 

＜出典＞ 
・AI事業者ガイドライン（総務省 経済産業省） 
・行政の進化と革新のための生成 AIの調達・利活用に係るガイドライン（デジタル社会推進会議
幹事会決定） 

・AIプロダクト品質保証コンソーシアム「AIプロダクト品質保証ガイドライン 2025.04版」 
・自治体における AI 活用・導入ガイドブック＜導入手順編＞ 
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（３）自治体デジタル倫理原則 

先端技術と民主主義のあり方を考える研究会でとりまとめられ、令和 6年 4月 26日に公開さ

れた。ＡＩを利用したシステムなどを利用する場合には、内容を把握し、適切に取り扱うこ

と。 

（※参照：とりネット/鳥取県公式サイト https://www.pref.tottori.lg.jp/317494.htm） 

 

10の原則 概要 

住民自治の原則 地域のことは、住民の意思に基づいて検討や議論を重ね、決定することが原則である。

生成ＡＩをはじめとする先端技術の活用にあたっては、このような民主主義や地方自治の要

諦が揺らがぬよう、適正な活用に徹すること 

人権保障の原則 生成ＡＩをはじめとする先端技術の活用にあたっては、利用目的をできる限り特定し、その

達成に必要な範囲において個人情報を収集するとともに、当該利用目的に限定して利用

するなど、個人情報保護を含め住民の人権を守り、人権保障を具体化していく視点に立っ

て厳正に行うこと 

ＳＮＳ等においても、同様に住民の人権を守り、人権保障を具体化していく視点に立っ

て、対策を講じること 

インクルーシブの原
則 

生成ＡＩをはじめとする先端技術は、ジェンダーや性的マイノリティに配慮するなど多様な

人々が互いに尊重される社会を実現するために活用されなければならず、偏見等を生まな

いよう運用するとともに、住民に寄り添い、誰一人取り残されない行政サービスを提供するよ

うに配慮すること 

パートナーシップの
原則 

生成ＡＩをはじめとする先端技術の活用にあたっては、住民を含めた多様なステークホル

ダーと緊密に協働・連携し、互いに補完し合い高め合うことにより、地域社会の効用最大化

を図ること 

課題解決志向の原
則 

デジタル技術の導入や活用を目的化せず、住民等の一連の行動に着目して真の課題の

把握やニーズの抽出を行うことにより、住民等が抱える課題を解決し、ウェルビーイングに繋

がる有効な方策を総合的にデザインすること 

人間主導の原則 地方自治体が行う意思決定を生成ＡＩをはじめとする技術が出力した結果のみに依拠す

ることは排し、出力結果を人間が的確にチェックすることが担保されるよう人間が責任をもっ

て精査し、人間の判断で決定する仕組みとすること 

リテラシーの原則 職員がデジタル技術の特性を理解し、適切に活用するためのリテラシーとスキルの向上

を図ること。住民が偽・誤情報に惑わされないよう、住民のフィルターバブル等への理解とネ

ット情報についての批判的思考能力を育成するとともに、住民や地域を守るための情報発

信に努めること 

透明性の原則 住民が生成ＡＩをはじめとする先端技術の活用について適切に評価できるよう、活用の状

況を明らかにすること。特に、住民等への回答内容にＡＩ等の出力結果が結びついている場

合は、その旨を明示するなど説明責任を果たすこと 

ガバナンスの原則 生成ＡＩをはじめとする先端技術の適切な活用に向け、デジタル施策の実施状況や結

果・評価を把握して効果を検証するとともに、ＡＩのロジックや出力傾向等を把握した上で適

正に管理する仕組みを構築して、適切に運用し改善していくこと 

機敏性の原則 生成ＡＩをはじめとする先端技術は急速に発展していくものと想定される。こうした変化に

伴いルール等を見直す機会を整えるとともに、大胆かつ積極的に先端技術を取り入れてい

く視点を持ち、「完全な成功」よりも「試行と改良・再挑戦」を重視し、不断のフィードバックに

より、アジャイルで機動的な先端技術の活用推進を図ること 


